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用語の略称 
（五十音順） 

略 称 用 語 

法令 

 感染症法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

10 年法律第 114 号） 

特措法 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号） 

その他 

 

  

 

  

医療措置協定 感染症法第 36 条の３第１項に規定する医療措置協定 

学校等 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条の「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門

学校」及び同法第 124 条の「専修学校」 

患者等 感染症の患者、病原体に感染した可能性の高い疑似症の者及び無

症状で病原体を保有する者 

感染症指定医療機関 感染症法第６条第 14 項に規定する第一種感染症指定医療機関及

び次項に規定する第二種感染症指定医療機関 

感染症対策連携協議会

  

感染症法第 10 条の２第１項の規定により組織する山梨県感染症

対策連携協議会 

感染症有事 県対策本部が設置されてから、特措法によらない通常の対策に移

行するまでの間における、感染症危機への事態対処が必要な状況 

協定指定医療機関 感染症法第６条第 16 項に規定する第一種協定指定医療機関及び

第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関 

協定締結医療機関 感染症法第 36 条の３第１項の規定により医療措置協定を締結し

た医療機関 

GAB（ギャブ） 感染症に関する国内外の専門家で構成する「山梨県グローバル・

アドバイザリー・ボード」（Global Advisory Board の略） 

県医療計画 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第１項の規定によ

り山梨県が定める「山梨県地域保健医療計画」 

県型保健所 山梨県が設置する保健所 

県行動計画 特措法第７条第１項の規定により山梨県知事が定める「山梨県新

型インフルエンザ等対策行動計画」 

県対策本部 特措法第 22 条第１項の規定により山梨県知事が設置する対策本

部 

県等 山梨県及び中核市として保健所を設置する甲府市 

県予防計画 

 

感染症法第 10 条第１項の規定により山梨県が定める「山梨県感染

症予防計画」 

甲府市（保健所設置市） 地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）第５条第１項の規定によ

り保健所を設置する甲府市 



  

   

 

高齢者施設等 入所系の高齢者施設及び障害者施設並びに通所系・訪問系の介護

福祉サービス事業所 

JIHS（ジース） 国立感染症研究所と国立国際医療研究センターが統合して令和７

年４月１日に設立された国立健康危機管理研究機構（Japan 

Institute for Health Security） 

G-MIS（ジーミス） 全国の医療機関等から、医療機関等の稼働状況、病床や医療スタ

ッフの状況、受診者数、検査数、医療機器（人工呼吸器等）や医療

資材（マスクや防護服等）の確保状況等を一元的に把握・支援す

る「医療機関等情報支援システム Gathering Medical Information 

System」 

市町村 山梨県内 27 市町村 

市町村対策本部 国による緊急事態宣言の対象区域とされた県内の市町村長が、特

措法第 34 条第１項の規定により設置する対策本部 

新型インフルエンザ等 全国的かつ急速にまん延することで国民の生命・健康や生活・経

済に重大な影響を及ぼすおそれのある新型インフルエンザ等感染

症、指定感染症及び新感染症（特措法が適用されるものに限る。） 

新型コロナ 感染症法上の位置付けが五類感染症になるまでの新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19） 

政府行動計画 特措法第６条第１項の規定により政府が定める「新型インフルエ

ンザ等対策政府行動計画」 

NESID（ネシッド） 感染症法第 12 条や第 14 条等の規定に基づき届け出られた情報等

を集計・還元するために活用されている「感染症サーベイランス

システム National Epidemiological Surveillance of Infectious 

Diseases」 

発生公表  厚生労働大臣が行う、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症

又は新感染症が発生した旨の公表 

保育所等 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 39 条第１項の「保育所」

及び同法第 39 条の２第１項の「幼保連携型認定こども園」並びに

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 3 条第１項の規定により認

定を受けた「認定こども園」 

保健所 県型保健所及び甲府市が設置する保健所 

YCDC（ワイ・シィー・

ディー・シィー） 

山梨県感染症対策センター（Yamanashi Center for Infectious 

Disease Control and Prevention） 

YCDC 専門医 YCDC に配置されている医師 

YCDC 専門家 感染症対策センター総長、YCDC 専門医及び GAB で構成される感

染症対策の専門家 
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注 ここに記載する用語は、本文の初出において「*」の印を付しています。 
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